
公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・応募
者数

該当なし。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　　　　　　　　　　　　様式２－１

一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実

施）

予定価格(円)
公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当官等の氏名、
所属する部局の名称及

び所在地
契約締結日

契約相手方の商号または
名称及び住所

備考

公益法人の場合

契約金額(円) 落札率（%）

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人
の区分

国所管、都
道府県所
管の区分

応札・応募
者数

該当なし。

落札率（%）
公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当官等の氏
名、所属する部局の名
称及び所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　様式２－２

随意契約とした会計法
令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格(円) 契約金額(円) 備考
再就職の
役員の数
（人）

契約締結日
契約相手方の商号ま
たは名称及び住所

公益法人の場合

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・応募
者数

久留米労働基準監督署
庁舎内改修外工事監理
業務委託

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
山口　宏之
福岡市博多区博多駅東
2-11-1

平成28年9月5日

株式会社　m３建築事務
所
福岡市西区下山門1-12-
3

一般競争入札 1,706,400円 1,134,000円 66.46% － － －

「福岡市中央区福祉・就
労支援コーナー」の新
設に伴う物品の調達及
び設置作業等一式

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
山口　宏之
福岡市博多区博多駅東
2-11-1

平成28年9月6日
株式会社福助屋
福岡市博多区博多駅前4-
8-10

一般競争入札 1,507,446円 1,337,904円 88.75% － － －

「労災保険診療のてび
き」冊子外４種の印刷物
作製

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
山口　宏之
福岡市博多区博多駅東
2-11-1

平成28年9月12日
敷島印刷株式会社
熊本県宇城市松橋町豊崎
1959番地

一般競争入札 1,018,523円 717,768円 70.47% － － －

久留米労働基準監督署
レイアウト変更に伴う新
規物品及び移設作業等
一式の調達

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
山口　宏之
福岡市博多区博多駅東
2-11-1

平成28年9月2日
株式会社フジモト福岡店
福岡市博多区博多駅南6-
2-30

一般競争入札 7,425,721円 6,232,550円 83.93% － － －

福岡労働局ストレス
チェック制度業務

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
山口　宏之
福岡市博多区博多駅東
2-11-1

平成28年9月23日
株式会社インソース
東京都千代田区神田錦町
1-19-1

一般競争入札 2,802,276円 2,296,922円 81.97% － － －

契約金額(円) 備考

公益法人の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　　　　　　　　　　　　様式２－３

落札率（%）
物品役務等の名称及び

数量

契約担当官等の氏名、
所属する部局の名称及

び所在地
契約締結日

契約相手方の商号または
名称及び住所

一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実

施）

予定価格(円)

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人
の区分

国所管、都
道府県所
管の区分

応札・応募
者数

該当なし。

契約相手方の商号ま
たは名称及び住所

随意契約とした会計法
令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　様式２－４

備考

再就職
の役員
の数
（人）

予定価格(円) 契約金額(円)落札率（%）

公益法人の場合

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏
名、所属する部局の名
称及び所在地

契約締結日

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


